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日本企業の製品開発：16 年間の継続調査より 

ユーザー･イノベーションを中心に 
○濱岡 豊（慶大） 

hamaoka@fbc.keio.ac.jp 

 
11..ははじじめめにに  

 本研究は､日本企業の研究開発､製品開発から

市場における製品のパフォーマンスに至る総合

的なデータを蓄積し､その変化の動向を把握する

ことを目的としている｡このため､2006 年度から､

企業向けの 2 つのアンケート調査｢研究開発に関

する調査｣｢製品開発に関する調査｣を継続してき

た｡前者についてはオープン･イノベーション､

後者についてはユーザー･イノベーション（UI）

に関する設問を含めている｡ 
後者については過去に報告してきた[1、 2]。

特に 2018 年までの結果をまとめた前報告では、

ユーザーとの交流関連の項目が低下傾向にあっ

た。 

本報告の目的は、その後､収集した 2022 年まで

のデータを用いて､(1)各項目のトレンド検定を

行い､製品開発の変化動向を把握すること､(2)UI

や研究開発の成果についての規定要因を明らか

にすることである｡ 

 

22..デデーータタ  

用いるデータについて概説する｡調査方法やト

レンド検定の結果については別稿[3]を参照され

たい｡ 

22..11..調調査査項項目目  

調査は､下記のような項目から成っている1｡

様々な項目を設定したが､例えばユーザー･イノ

ベーションUIに関しては､客観的な指標を設定す

ることが困難であるため､「外部技術の導入によ

って､研究開発のスピードが向上した｡」といった

項目に対して｢非常にそうである｣｢そうである｣

｢どちらともいえない｣｢そうではない｣｢まったく

そうではない｣のようなリッカート尺度で回答し

てもらった｡ 

 

・自社について 

Q 1  業種 

Q 2  売上規模 

Q19 組織文化など 

 
1 この他に年度によっては、特定のトピックについての設

問も設定する。例えば 2020 年、2022 年については、東日

本大震災および新型コロナウイルスという二つの緊急事

態の影響、対応についての設問を設定した。 

 

・環境について 

Q 3  製品の特徴 

Q 4  市場の状況 

Q 5  他社と比べた自社の特徴 

・ユーザーによるイノベーションについて 

Q 6  ユーザーの特徴 

Q 7  ユーザーによるイノベーションの実態 

・製品開発プロセスの実態 

Q 8  市場情報の収集 

Q 9  情報の利用状況 

Q10 発売した製品の数と成功数 

Q11 製品開発のきっかけ 

Q12 開発プロセスでの利用ツール 

Q13 開発プロセスの特徴 

 

22..22..調調査査方方法法  

 調査対象は日本の上場および非製造業であり2､

ダイヤモンド社会社職員録より､研究開発担当部

署（研究所などを含む）がある企業を抽出し､そ

の部署の部長以上の役職者を選んで調査票を郵

送してきた｡2022 年に関しては調査票とあわせて､

Web での回答も可能とした｡ 

2007 年度から 2014 年度までは毎年､その後はも

う一つの｢研究開発に関する調査｣と交互に隔年

で実施してきた｡年度によって異なるが､上場企

業には概ね600票程度を送付し､120社程度に回答

頂いている｡例えば 2022年度は上場 603社に送付

し､119 社に回答頂いた（回答率 19.7%｡）（表 1）｡ 

  

33..変変化化のの検検出出  

33..11 トトレレンンドド検検定定のの方方法法  

調査年による業種や回答者の職位などによる

影響を除去するために次のように分析した｡5 段

階尺度や実施したプロジェクト数などのメトリ

ックな変数zitについては､回帰分析で線形トレン

ドモデルと回答年度ダミー変数モデルを推定し

た｡ただし iは回答企業､tは回答年度､jは選択肢

の項目番号を表す｡ 

AIC によって二つのモデルの適合度を比較し､

線形トレンドモデルの方が適合度が高く､回答年

度の係数δが0という仮説が少なくとも10％水準

 
2 2017 年度からは非上場企業も加えたが本報告では上場

企業の結果をまとめる｡2022 年度は非上場企業 339社に

送付し､57社に回答いただいた(回答率 16.8%)｡ 
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で棄却された場合に､15 年間で増加もしくは減少

のトレンドがあると判定した3。なお､あてはまる

項目を選ぶ 0/1 変数については､二項ロジット回

帰分析によって同様に判定した｡ 

(線形トレンドモデル)  

zit=切片+Σαj業種ダミーijt 

+Σβj回答者の所属部署ダミーijt 

+Σγj回答者の職位ダミーit 

+δ回答年度 it+ξ2020 年以降ダミー 

(回答年度ダミーモデル)  

 上式のδ回答年度 it を回答年度ダミー(Σjη

jdyear itj)としたモデル｡  

  

33..22 トトレレンンドド検検定定のの結結果果::製製品品開開発発のの動動向向  

本調査で時系列で比較可能なのは250項目だが､

このようにして検定した結果､少なくとも 10％水

準で有意となったのは 37項目である[3]。12 回と

も回答した企業はなく､回答企業は入れ替わって

いるが､安定した結果が得られていることは､単

純集計に示すような傾向が日本企業に共通する

傾向であることを示唆している。 

線形トレンドが検出された項目から､「製品の複

雑化」「市場の変動の低下」「開発プロセスでの情

報収集活動の低下」「企業内、企業間での情報共

有の進展」「失敗を恐れるだけでなくラディカル

な製品も投入できない傾向」といった傾向がみら

れた。ユーザーおよびユーザー･イノベーション

に関しては、｢対面でのユーザー間での交流が活

発である｡｣などユーザー間の交流、｢貴社とユー

ザーのインターネットを通じた交流が活発であ

る。｣など企業とユーザー間の交流も低下傾向に

ある。さらに、｢ユーザーに新製品の発売や使い

方などの情報を提供している｡｣｢ユーザーに開発

ツールを提供している｡｣も負で有意となった｡ユ

ーザーへの情報やツールの提供も低下傾向にあ

る｡これらから「ユーザー間、ユーザーとの関係」

が希薄化していると解釈する（図 1）。  

 

44..ユユーーザザーー･･イイノノベベーーシショョンンおおよよびび製製品品開開発発のの

成成果果のの規規定定要要因因  

44..11..理理論論  

本研究の仮説の枠組みを図 2 に示す｡情報の粘

着性の仮説([4]に基づいて､企業の能力､消費者

の能力､情報の特性(量や暗黙性)がユーザー･イ

ノベーションを規定するとしている｡さらに企

業や消費者の能力によって必要となる情報の量

 
3 線形ではなく曲線を仮定することも可能だが､細かい変

化を示唆する理論もないため､年度とともに減少もしく

は増加するという線形トレンドモデルおよび､関数形を

規定しない回答年度ダミー変数モデルを推定した。 

や情報の暗黙性も異なること､ツール[5]やコミ

ュニティ[6]が情報の特性と消費者の能力に影

響を与えることも考慮している[1]｡ 
これまでの研究ではユーザー･イノベーション

までしか注目されていないが､実証の対象とす

る日本の上場メーカーでは自社でも製品開発を

行っているため､全体としての新製品開発パフ

ォーマンスとの関連についても考慮している｡ 

  

44..22..分析方法 

 前々稿[1]では 4年間と短い期間であったため、

複数年の回答をプールして構造方程式モデルで

仮説を検定した4。前稿[2]では 2018 年までと時系

列での特性を重視して、UI の発生､UI の成果(製

品の独自性､開発スピード､市場での成果)を従属

変数として､それぞれを独立したパネル回帰モデ

ルとして分析した｡ 

本報告では､2022 年までのデータを用いて､縦断

的構造方程式モデル（longitudial SEM）によっ

て同時に分析する予定である｡ 

 

55..ままととめめ  

 本研究では筆者の行ってきた製品開発に関す

る調査項目にトレンド分析を行い､日本企業の製

品開発の動向を把握した｡ユーザー･イノベーシ

ョンに関しては、「ユーザー間、ユーザーとの関

係が希薄化」していることが明らかになった。「製

品の複雑化」が進み、ユーザーが手を加えること

が困難になっていることなどによると考えられ

る。 

さらに､ユーザー･イノベーションの発生、その

成果の規定要因について提案した理論的枠組み

を紹介した。 

 今後も調査を継続し、これらの動向を把握して

いく予定である。 
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4 複数回回答した企業は最新の結果のみを用いた。 
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表 1 調査の方法 

○調査対象（※） 

 上場製造業で製品開発を行っている部門長｡ 

○調査方法 

 郵送法（※※） 

○調査フレーム 

 ダイヤモンド社会社職員録より､製品開発を

担当しているであろう､以下の者を抽出｡｢商品

企画｣など部署がある企業を選び､その長を選

ぶ｡商品企画などの部署がない企業について

は､管理部門など､製品開発に関連がありそう

な部署の長を選ぶ｡ 

○回収数/発送数/到達数/回答率 

 2007 年 612/612/151/24.6% 

 2008 年 646/646/124/23.4% 

 2009 年 631/621/103/16.6% 

 2010 年 677/670/133=19.9% 

 2011 年 555/544/121/22.2% 

 2012 年 722/715/149/20.8% 

 2013 年 820/808/137/16.9% 

 2014 年 744/737/112/15.1% 

 2016 年 860/840/118/14.0% 

 2018 年 585/582/85/14.6% 

 2020 年 629/628/34=5.4% 

 2022 年 603/603/119/19.7% 

○調査時期｡ 

 各年とも 11 月-12 月にかけて実施｡ 

※)2016 年度以降は非上場企業を加えて､隔年

実施とした｡ここでは上場企業の結果のみを示

す｡ 

※※)基本は郵送法による調査だが、2020 年に

ついては新型コロナウィルス対策として、案内

は郵送するが、回答はWebからのみとした。2022

年についてはWebもしくは郵送で回答いただく

ようにした。 
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注)数値は平均値(5段階尺度)｡ 

 有意水準については､2007-2022 年の 16 年間のデータを用いて推定したトレンド係数の検定結果｡ 

 +++(---):係数は正(負)で 1%水準で有意  ++(--):5%水準で正(負)で有意  +(-):10%水準で正(負)で

有意  

図 1 ユーザー関連の項目のトレンドとトレンド検定の結果 

 

 
図 2 ユーザー･イノベーションの発生と帰結についての理論的枠組み（濱岡 2011） 
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優れた知識を持つユーザーが多い｡

優れた技術を持つユーザーが多い｡

極めて先進的なニーズをもつユーザーがいる｡

インターネット上でのユーザー間での交流が活

発である｡

---対面でのユーザー間での交流が活発である｡

ユーザーから苦情や喜びの言葉が伝えられるこ

とが多い｡

ユーザーからの新しい製品についての提案が多

い｡

ユーザーが実際に新しい製品を実現することが

ある｡

--貴社とユーザーのインターネットを通じた交

流が活発である。

-貴社とユーザーの対面での交流が活発である。

--貴社が組織したユーザー会の活動は活発であ

る

--ユーザーが組織したユーザー会やコミュニ

ティの活動は活発である｡

--ユーザーに新製品の発売や使い方などの情報

を提供している｡

ユーザーに製品の技術情報を提供している｡

---ユーザーに開発ツールを提供している｡

ユーザーや顧客が製品開発プロセスに参加する

ことが多い｡

企業の能力
問題解決/ニーズ情報探

索/迅速性

消費者の能力
問題解決/ニーズ発信

情報の特性
技術/ニーズ

量と暗黙性/形式性

企業が与える情報･ツー
ル

ユーザー･イノベーショ
ン

新製品開発パフォーマン
ス

革新性/スピード/市場で
の成功

コミュニティ

コントロール変数
競合､シェア､業種など
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